
公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

基地防衛用地対空誘
導弾（改）及び新近
距離地対空誘導弾の
性能確認試験（第２
次発射試験）のため
の光学計測役務
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究所
管理部会計課長
廣瀬　末人
東京都立川市栄町1-2-10

R8.5.12

株式会社ナック
イメージテクノ
ロジー
東京都港区北青
山２丁目１１番
３号

8010401082240

本件の履行に必要な、高速度メモリカム、
飛しょう状況計測装置、赤外画像取得装置
及び高速度カメラシステムについての構
造、機能、性能に係る知識及び映像データ
取得に係る技術を有していることが必要不
可欠であり、公募を実施した結果応募者が
該者一者で評価基準を満たしているため。
（会計法第２９条の３第４項）（公募）

24,005,300 23,966,800 99.83 16001

射場管制・監視装置
の点検等
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究所
管理部会計課長
廣瀬　末人
東京都立川市栄町1-2-10

R8.5.15

株式会社東芝
神奈川県川崎市
幸区堀川町７２
番地３４

2010401044997

本件の履行に必要な、射場管制・監視装置
（平成１９年度製及び令和５、６並びに７
年度製）に関する機能及び性能を熟知して
おり、詳細な設計及び製造に係る技術を有
していることが必要不可欠であり、公募を
実施した結果応募者が該者一者で評価基準
を満たしているため。（会計法第２９条の
３第４項）（公募）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな

い。

23,255,100 - 11004

先進無人機設計技術
に係る設計プロセス
の試行
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究所
管理部会計課長
廣瀬　末人
東京都立川市栄町1-2-10

R8.5.21

川崎重工業株式
会社
兵庫県神戸市中
央区東川崎町３
丁目１番１号

1140001005719

企画競争を実施した結果、契約相手方の企
画（提案内容）が他社より優れていたた
め。(会計法第２９条の３第４項)(企画競
争)

714,021,000 714,021,000 100.00
04国-
6001

ネットワーク接続型
システム構築に関す
る書類作成役務
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究所
管理部会計課長
廣瀬　末人
東京都立川市栄町1-2-10

R8.5.26

日本アイ・
ビー・エム株式
会社
東京都港区虎ノ
門２丁目６番１
号

1010001128061

本件の履行に必要な、クラウド型機械学習
用計算システム及びネットワーク構成を含
む機密性「中」に分類される情報システム
のリスク管理枠組み関連書類作成に関する
技術及び知識を有していることが必要不可
欠であり、公募を実施した結果応募者が該
者一者で評価基準を満たしているため。
（会計法第２９条の３第４項）（公募）

114,752,000 114,180,000 99.50 16003

基地防空用地対空誘
導弾（改）及び新近
距離地対空誘導弾の
性能確認試験（第２
次発射試験）のため
の技術支援
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究所
管理部会計課長
廣瀬　末人
東京都立川市栄町1-2-10

R8.5.28

株式会社東芝
神奈川県川崎市
幸区堀川町７２
番地３４

2010401044997

本件の履行に必要な、基地防空用地対空誘
導弾（改）及び新近距離地対空誘導弾の機
能・性能・構造に関する知識を有するとと
もに、基地防空用地対空誘導弾（改）及び
新近距離地対空誘導弾の運用及びデータ計
測・解析に関する知識及び技術を有してい
ることが必要不可欠であり、公募を実施し
た結果応募者が該者一者で評価基準を満た
しているため。（会計法第２９条の３第４
項）（公募）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな

い。

9,689,900 - 17001

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

備考
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
法人番号 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

公益法人の場合
随意契約によることとした会計法令の根拠

条文及び理由
（企画競争又は公募）

付紙様式第４


